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諮問の趣旨等について 

 

 

１ 国民経済計算の作成基準について 

  国民経済計算は、統計法（平成 19 年法律第 53 号）（以下「統計法」という。）第２条

第４項の規定による基幹統計であり、国の基本的な政策の立案及び決定並びに経済社会

活動の国際比較の際に活用されるなど、極めて大きな社会的影響力を有している。 

国民経済計算の作成に当たっては、中立性や客観性を確保するとともに、諸外国との

比較可能性を確保することが極めて重要であることから、国際連合の勧告により国民経

済計算の体系についての国際基準が設けられている。統計法第６条第１項の規定におい

て、この国際基準に準拠しつつ、基本的な概念等を定める国民経済計算の作成基準（以

下「作成基準」という。）を設定することが定められており、その設定又は変更の際には、

同条第２項の規定に基づき統計委員会の意見を聴かなければならないとされている。 

現行の作成基準は、統計委員会答申（本年３月９日付け府統委第 21 号「諮問第９号の

答申 国民経済計算の作成基準について」以下「答申」という。）を踏まえて定められ、

統計法第６条第３項の規定に基づき、本年４月１日付けで内閣府告示第 14 号により公示

されている。 

 

２ 諮問の趣旨・意見を求める事項 

  答申において、内閣府は、以下の課題への対応を進める中で、作成基準等の見直しを

行うことが必要であると指摘されていることを踏まえ、現行の作成基準の変更について、

別添に掲げる事項に関して、統計委員会の意見を求めるものである。 

 

  ①国際連合の基準の改定（０８ＳＮＡ）等国際動向への対応 

②「公的統計の整備に関する基本的な計画」に盛り込まれる国民経済計算に関する課

題への対応 

③平成 22 年秋以降に公表が予定される平成 17 年基準改定への対応 

④今般の作成基準に係る審議の過程で明らかとなった、基礎統計の利用や、国民経済

計算と基礎統計との連携といった課題についての検討 

 

３ スケジュール（予定） 

平成 17 年基準改定への対応や、年次推計等の抜本的な見直しの対応等を円滑に行う観

点から、平成 22 年度中目途に答申することを求める。 

ただし、平成 17 年基準改定に関連し、特に早急な対応が必要となる一部の課題につい

ては、意見の大枠を整理した中間とりまとめを平成 21 年度前半目途に行うことを求める。 
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意 見 を 求 め る 事 項 
 

課題 内容 作成基準中の関係事項 

０８ＳＮＡの導入 

 

・非金融資産の測定に関する課題 

・金融に関する課題 

・政府・公的部門に関する課題 

・海外に関する課題 

等 

７雑則(2)国際連合の定める国

民経済計算の体系に関する基準

との対応 

等 

固定資本減耗の時価評価

や恒久棚卸法（ＰＩＭ）に

よる推計の導入等ストッ

ク統計等の整備 

 

・ＰＩＭの導入、固定資本ストックマトリックス、固定資本マトリックスの整

備、固定資本減耗の時価評価 

・自社開発ソフトウェアの資本形成の計上 

・育成資産の仕掛品在庫の計上 

等 

５記録内容(1)経常的取引に関

する勘定、(2)資産や負債の蓄積

に関する勘定、(3)貸借対照表に

関する勘定 

６作成方法の原則等(2) 

等 

ＦＩＳＩＭの導入 

 

・本系列への導入 

・四半期推計における導入の在り方 

５記録内容(1)経常的取引に関

する勘定、(2)資産や負債の蓄積

に関する勘定 

等 

公的部門分類の見直し、財

政統計整備 

 

・０８ＳＮＡにおける判断基準に即した公的部門分類の見直し 

・政府財政統計の充実 

等 

３分類 

５記録内容(5)補足的な表 

等 

経済センサス－活動調査

に関係する年次推計等の

抜本的な見直し 

・経済センサス－活動調査（平成 28 年実施予定）の体系に適合した年次推計

方法の確立（基礎統計整備も勘案。ＳＵＴの検討やコモ法の見直しを含む。）

・経済センサス－活動調査（平成 24 年実施予定）の結果利用、基準年等の見

直し 

等 

６作成方法の原則等(1) 

７雑則(4)計数の改定等 

等 
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統計法（平成十九年法律第五十三号）第六条第一項の規定に基づき、国民経済計算の作成

基準を定め、同条第三項の規定に基づき告示する。 

 

国民経済計算の作成基準 

 

１ 概論 

 (1) 国民経済計算は、我が国の経済の全体像を、国際比較可能な形で体系的に記録するこ

とにより作成する。 

 (2) 本基準は、国際連合の定める国民経済計算体系に関する基準に準拠した統計を作成す

る上で必要となる事項を定める。 

 

２ 勘定系列 

  我が国の経済の全体像については、我が国の経済主体が、定められた期間において、ど

のような取引（フロー）を行い、資産や負債（ストック）がどのように変化したかについ

て記録することにより把握される。その際、フローにおいては源泉と使途の側面から、ス

トックにおいては資産と負債の側面から捕捉し、それぞれの整合性を図る。 

  このため、次に定める表を作成し、編成し直した上で公表する。 

 (1) 経常的取引に関する勘定 

  ア 生産に関する勘定 

  イ 所得の発生に関する勘定 

  ウ 第１次所得の配分に関する勘定 

  エ 所得の第２次分配に関する勘定 

  オ 現物所得の再分配に関する勘定 

  カ 所得の使用に関する勘定 

 (2) 資産や負債の蓄積に関する勘定 

  ア 資本取引に関する勘定 

  イ 金融取引に関する勘定 

  ウ その他の資産変動に関する勘定 

 (3) 貸借対照表に関する勘定 

 (4) 一国経済全体に関する勘定 

 (5) 補足的な表 

 

３ 分類 

  経済の全体像をとらえる上で、様々な取引主体及び取引の対象となる財貨・サービスを

いくつかの等質的なグループに集約するため、次の分類に基づく記録を行う。 

 (1) 制度部門別分類 

参 考 
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   所得の受取や処分、資金の調達や資産の運用についての意思決定を行う主体の分類と

して、制度部門別分類を次のように定める。 

  ア 非金融法人企業 

 すべての我が国の居住者である非金融の法人企業や準法人企業が含まれる。財貨及

び非金融サービスの市場生産に携わる非営利団体も含まれる。 

 内訳部門として、公的非金融企業、民間非金融法人企業に区分する。 

  イ 金融機関 

 主要な活動が金融仲介業務及びそれを促進する業務であるすべての我が国の居住

者である法人企業及び準法人企業が含まれる。また、金融的性格をもつ市場生産に従

事する非営利団体も含まれる。 

 内訳部門として、公的金融機関、民間金融機関に区分する。 

  ウ 一般政府 

 中央及び地方政府と、それらによって設定、管理されている社会保障基金が含まれ

る。また、政府及び社会保障基金により支配、資金供給され、非市場生産に携わる非

営利団体も含まれる。 

  エ 家計 

 生計を共にするすべての我が国の居住者である人々の小集団が含まれる。自営の個

人企業も含まれる。 

  オ 対家計民間非営利団体 

 政府によって支配、資金供給されているものを除き、家計に対して非市場の財貨や

サービスを提供するすべての我が国の居住者である非営利団体が含まれる。 

 

 (2) 経済活動別分類 

   財貨やサービスの生産及び使用についての意思決定を行う主体の分類として、産業、

政府サービス生産者、対家計民間非営利サービス生産者の３区分ごとに、経済活動別分

類を定め、当該分類を公表する。 

 

 (3) 財貨・サービス別分類 

   財貨やサービスそれぞれの品目の分類として、産業、政府サービス生産者、対家計民

間非営利サービス生産者の生産物の３区分ごとに財貨・サービス別分類を定め、当該分

類を公表する。 

 

４ 記録原則 

 (1) 発生主義に基づく記録 

   制度部門間、経済活動間の取引を、原則として、以下の基準により当該取引が実際に

発生した時点において記録する。 
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  ア 生産活動 

    産出は、財貨の生産やサービスの提供がなされた時点において記録する。また、中

間消費は、財貨・サービスが生産に使用された時点において記録する。 

  イ 最終消費支出及び資本形成 

    財貨の所有権が移転し、サービスの提供がなされた時点において記録する。 

    ただし、在庫の増加については、生産物が購入・生産等の形で取得された時点にお

いて記録する。また、在庫の減少については、生産物が売却・中間消費等の形で処分

された時点において記録する。 

  ウ 輸出入取引 

    居住者と非居住者間で財貨の所有権が移転し、サービスの提供がなされた時点にお

いて記録する。 

  エ 所得の受払 

    支払義務が発生した時点において記録する。 

  オ 金融取引 

    資産負債の所有権が移転した時点、あるいは新たに債権債務関係が発生した時点に

おいて記録する。 

 

 (2) 市場価格による評価 

   財貨・サービスの取引は、原則として、市場価格により評価する。市場取引が存在し

ない場合は、原則として、類似の財貨・サービスの市場価格、またはその生産活動に要

した費用による評価を行う。 

 なお、財貨・サービスの使用は以下の定義による購入者価格、財貨・サービスの産出

は以下の定義による生産者価格により評価する。 

  ア 購入者価格 

    運輸・商業マージンを含む、財貨・サービスの購入者が最終的に負担する価格 

  イ 生産者価格 

    運輸・商業マージンを含まない、財貨・サービスの生産者が最終的に受け取る価格 

 

 (3) 最終支出主体主義による記録 

   購入された財貨・サービスの帰属する主体を、原則として、最終的な購入者によって

区分する。 

 

 (4) 主要項目における実質価額の記録 

   国内総生産や国民総所得といった主要な項目について、財貨・サービスの名目価額か

ら価格変動の影響を取り除くことにより、実質価額による評価・記録を行う。 
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５ 記録内容 

  各勘定は、原則として、以下の内容により記録する。 

 (1) 経常的取引に関する勘定 

   一定期間における経常的な経済取引活動について、生産、所得分配及び所得の使用等

に関する項目を記録する勘定を、以下の内容により作成する。 

  ア 生産に関する勘定 

    生産活動の結果としての産出から、この産出を生み出す際の財貨・サービスの消費

を中間的な投入として控除することにより、生産過程が作り出す追加的な価値である

付加価値に関する項目を経済活動ごとに記録し、国内総生産を記録する。 

本勘定には、以下のものを含む。 

・固定資本減耗（構築物、機械・設備等生産資産について、通常の破損・損傷、予

見される滅失、通常生じる程度の事故による損害等から生じる減耗分の評価額）

に関する項目 

 

  イ 所得の発生に関する勘定 

    生産活動と直接結びついた分配取引について、以下の内容により記録する。 

    源泉側には、発生した付加価値に関する項目を記録する。 

    使途側には、こうした付加価値の帰属先として、生産過程への参加の結果として発

生する雇用者の報酬、生産及び輸入品に課される税による政府の収入などに関する項

目などを記録するとともに、これらの項目と源泉側の差額として、営業余剰に関する

項目を記録する。 

本勘定には、以下のものを含む。 

・生産及び輸入品に課される税や補助金に関する項目 

・営業余剰や混合所得（企業等生産活動により得られる余剰や欠損。このうち、混

合所得は、家計部門（個人企業）分）に関する項目 

 

  ウ 第１次所得の配分に関する勘定 

    生産過程への参加または生産の目的のために必要な資産の所有の結果として発生す

る第１次所得の各制度部門への配分について、以下の内容により記録する。 

    源泉側には、所得の発生に関する勘定において使途側に記録した、雇用者の報酬、

政府の収入、営業余剰に関する項目のほか、資金、土地及び無形資産等の貸借を原因

として発生する所得の移転である財産所得の受取に関する項目を記録する。 

    使途側には、財産所得の支払に関する項目を記録するとともに、これらの項目と源

泉側の差額として、第１次所得に係るバランス項目を記録する。 

 

  エ 所得の第２次分配に関する勘定 
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    現金の移転による、各制度部門間の所得再分配について、以下の内容により記録す

る。 

    源泉側には、第１次所得の配分に関する勘定において使途側に記録した第１次所得

に係るバランス項目のほか、所得や富等に課される経常的な税の受取に関する項目、

社会負担及び現物以外の社会給付その他の経常的な移転の受取に関する項目を記録す

る。 

    使途側には、所得や富等に課される経常的な税の支払に関する項目、社会負担及び

現物以外の社会給付その他の経常的な移転の支払に関する項目を記録するとともに、

これらの項目と源泉側の差額として、最終消費活動及び蓄積活動に配分される所得と

なる可処分所得に関する項目を記録する。 

 

  オ 現物所得の再分配に関する勘定 

    現物の移転による、各制度部門間の所得再分配について、以下の内容により記録す

る。 

    源泉側には、所得の第２次分配に関する勘定において使途側に記録した可処分所得

に関する項目のほか、現物による社会給付その他現物による経常的な移転の受取に関

する項目を記録する。 

    使途側には、現物による社会給付その他現物による経常的な移転の支払に関する項

目を記録するとともに、これらの項目と源泉側の差額として、最終消費活動及び蓄積

活動に配分される所得となる、現物移転により調整された可処分所得に関する項目を

記録する。 

 

  カ 所得の使用に関する勘定 

    各制度部門の可処分所得に関する項目がどのように最終消費活動と蓄積活動に配分

されるかについて、以下の内容により記録する。 

    源泉側には、所得の第２次分配に関する勘定又は現物所得の再分配に関する勘定に

おいて使途側に記録した可処分所得に関する項目などを記録する。 

    使途側には、最終消費活動に関する項目あるいは現物所得の再分配により明らかに

なる現実に享受する便益を評価した消費活動に関する項目などを記録するとともに、

これらの項目と源泉側の差額として、蓄積活動への配分となる貯蓄に関する項目を記

録する。 

本勘定には、以下のものを含む。 

・最終消費支出（一般政府が行う個別的消費財・サービス及び集合的消費サービス

に関する支出、家計及び対家計民間非営利団体が行う個別的消費財・サービスに

関する支出）に関する項目 
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 (2) 資産や負債の蓄積に関する勘定 

   蓄積活動等により生じる一定期間における非金融資産の変動並びに金融資産及び負債

の変動を記録する勘定を、以下の内容により作成する。 

  ア 資本取引に関する勘定 

    各制度部門における、非金融資産の取得や処分に伴う変動を記録するとともに、資

本移転の受払いに関する項目について、以下の内容により記録する。 

    資産変動側には、非金融資産の取得及び処分により発生した非金融資産の変動に関

する項目を記録するとともに、これらの項目と負債及び正味資産の変動側の差額とし

て、資金余剰を示す純貸出あるいは資金不足を示す純借入に関する項目を記録する。 

    負債及び正味資産の変動側には、経常的取引に関する勘定のうち所得の使用に関す

る勘定の使途として記録した貯蓄に関する項目を記録するとともに、資本移転の受払

いを記録する。 

本勘定には、以下のものを含む。 

・総固定資本形成（新規に購入した有形固定資産、無形固定資産及び有形非生産資

産の改良）に関する項目 

・固定資本減耗（社会資本に係る分を含む。）に関する項目 

・在庫品の増減に関する項目 

なお、無形固定資産には、ソフトウェアに関する支出を含む。 

 

  イ 金融取引に関する勘定 

    各制度部門における、金融資産及び負債に関する取引について、以下の内容により

記録する。 

    資産変動側には、金融取引のうち債権である金融資産の変動に関する項目を記録す

る。 

    負債及び正味資産の変動側には、金融取引のうち債務である負債の変動に関する項

目を記録するとともに、これらの項目と資産変動側の差額として、純貸出あるいは純

借入に関する項目を記録する。 

 

  ウ その他の資産変動に関する勘定 

    各制度部門における、資本取引に関する勘定及び金融取引に関する勘定に記録され

た取引以外の要因による資産及び負債の変動について、以下の内容により記録する。 

    量の変動を記録するとともに、保有する資産価値の再評価に伴う保有利得または保

有損失に関する項目などを記録する。 

 

 (3) 貸借対照表に関する勘定 

   各制度部門における、特定の時点における所有資産の価値額と負債の価値額を記録す
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る勘定を、以下の内容により作成する。 

   資産側には、所有する非金融資産及び金融資産に関する項目を記録する。 

   負債及び正味資産側には、所有する負債に関する項目を記録するとともに、これらの

項目と資産側の差額として、所有する正味資産に関する項目を記録する。 

 

 (4) 一国経済全体に関する勘定 

   経常的取引に関する勘定及び資産や負債の蓄積に関する勘定について、各制度部門を

統合することにより一国経済全体の統合表示を記録するとともに、海外との取引を記録

する部門を包含した勘定を作成する。 

 

 (5) 補足的な表 

   その他、必要に応じ、経済活動別の財貨・サービスの産出・投入に関する項目のほか、

国民経済計算を作成・利用する上で重要となる項目を記録する。また、ここに含まれる

ものの一覧は公表する。 

 

６ 作成方法の原則等 

(1) フローについては、生産面、分配面及び支出面からの推計を行う。生産勘定は、産出

構造及び産業別投入構造から国内総生産を推計することで作成し、さらに、所得の発生・

分配・使用、資本の蓄積（負債）等を推計することで作成する。 

 

(2) ストックについては、有形固定資産は、資本取引、資本形成及び固定資本減耗等のフ

ローの結果と過去のストックの値を利用して推計し、さらに、無形固定資産、在庫、非

生産資産及び金融資産を推計することで作成する。 

 

(3) そのほか、本基準に基づく国民経済計算の具体的な作成方法は、統計法（平成十九年

法律第五十三号）第二十六条第一項の規定に基づき、総務大臣に通知した後、公表する。 

 

７ 雑則 

 (1) 作成頻度 

   国民経済計算は、毎年少なくとも１回作成する。 

   また、国民経済計算における最も主要な集計項目である国内総生産及びその主要な内

訳項目等については、速報値を四半期ごとに作成する。 

 

 (2) 国際連合の定める国民経済計算の体系に関する基準との対応 

   本基準に基づく国民経済計算と、国際連合の定める国民経済計算の体系に関する基準

の対応について公表する。 
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 (3) 計数の改定等 

   国民経済計算は、作成の基礎となる資料の改定等により、必要に応じ計数の改定等を

行うとともに、その改定等の理由を公表する。 

 

 (4) 基準の変更の検討等 

本基準の変更の検討等に当たっては、国際連合の定める国民経済計算の体系に関する

基準に関する国際動向、我が国の経済情勢及び国民経済計算の作成方法や作成の基礎と

なる資料その他の本基準に関係する事項について、必要に応じ研究を行うものとする。 

その状況については、必要に応じ統計委員会に報告するものとする。 

 

附則 

この告示は、統計法（平成十九年法律第五十三号）の施行の日（平成二十一年四月一日）

から施行する。 
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